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Synopsis 
 

The reinforcement of existing airports to resist earthquakes has been investigated along with the 
recognition of their importance. Especially, the re-consideration and optimization of soil 
improvement area has been recently required on the basis of the performance-based specification in 
the situation that whole of liquefiable area has been improved by the conventional descriptive 
specification. 

In this study, the effect of partial soil improvement against liquefaction by the chemical grouting 
method is examined. At first, the undrained tri-axial test for the both of cyclic shear and monotonic 
shear that was conducted in order to investigate the characteristic of liquefaction resistance of 
non-improved soil and improved soil, and volume change. Moreover, the both of model-scale and 
full-scale experiments were conducted in order to confirm the amount of effects on the restraint 
subsidence. Finally, total consideration was done. 

Conclusions are summarized in the following three points: 
1) The improved soil has the feature which is hard to be influenced in the change of soil skeleton 

structure by the propagation of the excess pore water pressure and the cyclic shear in it. 
2) In the case of ground under runway, the partial soil improvement ratio reaches 70-100%, when 

the chemical grouting method is applied as countermeasure for liquefaction. 
3) It is important to grasp the characteristics of volume change by carrying out model-scale 

experiment etc, when the numerical analysis methods from the seismic response to the consolidative 
deformation are performed. 

 
Key Words: liquefaction, chemical grouting method, runway ground, full-scale experiment, 
model-scale experiment, numerical analysis 
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要  旨 

 

 地震災害時に脆弱な線的インフラである道路や鉄道の代替手段として，拠点間を直接結ぶことの

できる空路への期待は大きく，防災強化を含めた空港の耐震化が必要不可欠である．しかし，既設

の空港用地における液状化調査によれば，約 4 割の空港が大規模な地震動に対して液状化の可能性

が示唆されており，特に航空ネットワーク上重要な空港に対して，早急な液状化対策が求められて

いる．一方，近年では設計体系が性能規定型に移行し，従来のように液状化対象層の全てを対策す

るのではなく，致命的な被災を軽減し，比較的簡単な補修によって対象施設の性能を確保する合理

的な対策が可能となった． 

本資料では，滑走路直下を供用しながら施工可能な溶液型薬液注入工法に着目し，事業費のコス

トダウンを念頭においた滑走路地盤の部分改良に関して検討を行った．未改良砂・改良砂の液状化

抵抗特性や体積変化特性を調べるために，非排水繰返し三軸試験および単調せん断試験を実施した．

さらに，部分改良を施した場合の定量的な沈下低減効果について調査するため，模型レベルから現

場レベルまでの実験を行い，総合的な考察を行った． 

主要な結論は以下の通りである． 

 

1) 溶液型薬液注入工法の改良砂は，繰返しせん断や過剰間隙水圧の伝播等による土粒子の移動な

ど，骨格構造の変化や攪乱の影響を受けにくい傾向がある． 

2) 滑走路直下の水平成層地盤において，液状化対策を目的に溶液型薬液注入工法を適用する場合，

部分改良率は 70～100%の範囲で設定が可能である． 
3) 地震時における滑走路地盤の変形予測には，便宜的に地震応答－圧密の 2 段階解析手法を用い

ることができるが，模型実験等で対象地盤の体積変化特性を把握しておくことが重要である． 
 

 

キーワード：液状化，溶液型薬液注入工法，滑走路地盤，実物大実験，模型実験，数値解析 

 
 

1) 地盤・構造部地盤防災研究領域長，2) 地盤・構造部地盤防災研究領域耐震構造研究チーム 
〒239-0826 横須賀市長瀬3-1-1 独立行政法人港湾空港技術研究所 
電話：046-844-5058 Fax：046-844-0839  e-mail:sugano@phri.go.jp 
3) 五洋建設株式会社技術研究所 
〒329-2746 栃木県那須塩原市四区町1534-1 
電話：0287-39-2109 Fax：0287-39-2131  e-mail:Katsuya.Ikeno@mail.penta-ocean.co.jp 



－4－ 

1.はじめに 

 

巨大地震時・地震後において空港の果たすべき役割は

大きく，救急・救命活動，救援物資輸送，復旧物資輸送，

陸路の復旧までの代替輸送機関としての機能が期待され

ている．しかし，臨海部に位置する空港地盤においては，

大規模地震動に対して液状化の可能性が高いことが示唆

されており，防災強化を含めた早急な耐震化が求められ

ている． 

一般に，空港施設の耐震事業は，航空ネットワークの

重要性から施設を供用しながらの施工が求められる．と

りわけ，滑走路地盤の場合，広範囲に渡って液状化対策

の対象となることが多く，従来の仕様規定に基づく設計

法では莫大な事業費を要するなど，コスト的な課題が事

業化のネックとなっていた．一方，近年では対象施設の

耐震性能に着目した性能規定型の新しい設計法へ移行さ

れ，液状化対象層のすべてを対策するのではなく，致命

的な被災をできるだけ軽減し，比較的簡単な補修によっ

て対象施設の性能を確保する合理的な対策が可能となっ

た． 

このような状況に鑑み，2007 年 10 月 27 日に北海道小

樽市銭函の石狩湾新港西地区において，液状化対策に関

する実物大の空港施設を用いた現場実験 1)（以下，現場

実験）を実施した．現場実験では，コスト縮減・工期短

縮を念頭に，既設滑走路の液状化対策として，溶液型薬

液注入工法 2)と静的圧入締固め工法 3)が適用され，発破

制御による大規模な地盤の液状化現象が再現された．そ

の結果，液状化対策を実施したケースでは未改良域と比

較して沈下量が大幅に低減するなど，高い改良効果が実

証された．その中でも，溶液型薬液注入工法では液状化

対象層の上層を部分改良し，下層に未改良部を残存する

新しい改良範囲の概念（以下，部分改良）が適用され，

その効果から大幅なコストダウンの可能性を見出してい

る． 

本資料では，溶液型薬液注入工法を用いた滑走路地盤

の部分改良効果について，現場・模型実験および室内試

験を通じて総合的な見地から述べる．室内試験では，性

能設計の概念を実現するため，未改良砂・改良砂の液状

化抵抗性のみならず，地震後の変形特性について調査し

た．具体的には，改良砂の過剰間隙水圧レベルや発生条

件の違いに応じたせん断剛性，繰返しせん断後の体積変

化特性について整理した．さらに，部分改良を適用した

場合の変形予測手法の一つとして，地震応答－圧密の 2

段階解析を示し，その適用性について模型実験および現

場実験の再現解析結果から考察する． 

2.地震後に求められる空港機能と耐震戦略 

 

国土交通省港空局では，空港施設の耐震性向上の方策

について議論するため，平成 17 年 8 月に「地震に強い空

港のあり方検討委員会」を設置した．この委員会におい

て，地震災害時に求められる空港の役割と耐震性向上の

基本的考え方，空港施設等の耐震性の向上策，および地

震災害時の空港運用について，配慮すべき事柄がまとめ

られた 4)．以下に，本資料に関連する項目について要約

する． 

 

2.1 発災からの時系列での検討 

過去の被害地震後の対応状況等を分析すると，発災直

後から時間とともに空港施設に求められる機能が変化す

るものと考えられる． 

図－1 に示すように主な機能として，発災直後から救

急・救命活動の拠点機能が求められる．特に迅速な対応

が必要となるためヘリコプターによる救急・救命活動が

中心となる．同時に，緊急物資・人員等の輸送活動およ

び被災程度の把握など的確な防災情報を発信するための

防災ヘリコプターや報道機関のヘリコプターによる情報

収集・発信が開始されるものと想定される．これらの活

動は発災後概ね 3 日間程度に集中するものと想定してい

る．その後，被災地域の復旧・復興活動支援及び，国内

外の航空ネットワークの維持，背後圏の経済活動の継続

性確保に活用される．また，比較的広大な敷地を有する

ことから，負傷者，帰宅困難者，近隣住民への対応（例

えば緊急避難所としての機能）も期待される事になる．

このため，全国的な視点からの耐震性向上に加え，地域

防災計画における空港の位置付けなども考慮する必要が

ある． 

 

供用再開 二次調査

緊急復旧

救急・救命活動

地震発生

緊急調査

供用可否判定

ＹＥＳ

ＮＯ

極めて速やかに

３日程度

本格復旧工事

応急復旧工事飲料水・食料輸送
支援物資輸送
背後圏経済活動支援

緊急活動
情報
収集・発信

供用再開

 
図－1 空港に求められる機能と対応 
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2.2 活動圏の定義・他空港との連携 

地震直後から求められる機能を発揮させるために，ヘ

リコプターによる救急・救命活動について考察する．一

般的なヘリコプターを想定した場合には，600km～

800km 程度の航続距離があり，被災地の空港での給油が

不可能であること，重篤な患者の輸送など迅速性が要求

されることから，無給油で 2 往復程度と仮定すると，概

ね半径 100km 圏内をカバーする必要があり，半径 100km

圏内に複数の空港が存在する場合には，役割分担を行い

効率的に運用することになる． 

 

2.3 空港の耐震性向上の方向性 

国内には約 100 港の空港が存在し，これら全ての耐震

性を向上させる必要があると考えられるが，各々の空港

の地理的・地震学的・社会的条件等を考慮し，優先順位

を付けて順次対策を実施することが現実的である．この

ため，航空ネットワーク維持のために重要な空港（旅客

数・路線数が多く，震災により運航が出来なくなると，

他空港へも重大な影響を及ぼす空港），背後圏経済活動性

確保に重要な空港（大都市や国内の地域ブロックの拠点

都市を背後圏に持つ空港）として，東京国際・成田国際・

中部国際・大阪国際・関西国際・新千歳・福岡・那覇・

仙台・新潟・広島・高松・鹿児島の 13 空港が航空輸送上

重要な空港として選択され，これに僅かな整備で耐震性

が確保可能な空港や半径 100km の活動圏を考慮に加え，

半径 100km の円を描くことにより，拠点となる 13 空港

を基本にほぼ国内全域をカバーすることを目指している． 

図－1 に示したように，地震直後から時系列で考える

と，救急・救命活動に資する施設の耐震性は高い事が要

求される．数日間の余裕がある場合には，軽微な補修作

業を許容することも考えられ，各々の施設に求められる

用途・機能によって，耐震対策の方策を変えて対応する

事になる．すなわち，地震直後に機能する事が要求され

る場合には「事前」に耐震性を向上させておく必要があ

り，地震後 3 日程度以内に機能を回復できれば良い施設

の場合には予め補修資機材を準備し補修する「事後」対

策の選択も有り得るものと考える． 

空港の場合，耐震性を確保する必要がある施設が多岐

（例えば，管制塔・ターミナルビル・電源施設などの建

築施設，滑走路・誘導路・エプロンなどの土木施設，航

空灯火・電波施設など）に渡り，各々の参照基準を基に

耐震性評価・対策を実施しているところである． 

本資料では，空港施設のうち最も重要度が高いと思わ

れる滑走路に着目し，地震時に発生する「液状化」の対

策方法について述べる． 

2.4 空港土木施設の耐震性向上思想 

昭和 30 年代から 40 年代の高度経済成長時代に，空港

を含め多くの社会基盤施設が急速に整備された．平成 7

年兵庫県南部地震によって，多数の死者，社会基盤施設

の損傷・崩壊による住民生活レベルの低下・経済活動の

停滞等が甚大であったことから，耐震設計において 2 段

階の地震動（L1，L2 地震動）を考慮することになってき

ている．また，各種設計基準類の国際標準への対応もあ

り，例えば，空港施設の液状化関連事項が準拠している

「港湾の施設の技術上の基準・同解説」5)では性能設計

体系が取り入れられている． 

空港土木施設の液状化対策の検討フローを図－2 に示

す．中央防災会議・地震調査研究推進本部・地域防災計

画や活断層調査によって想定される地震の震源特性・伝

播経路特性・サイト増幅特性を考慮した当該空港に来襲

するであろうと想定される L2 地震動が作用した際に所

定の耐震性能が発揮されるような対策計画を策定する． 

以上のような状況において，従来の耐震設計思想とは

異なり，構造の安定だけでなく施設の機能に着目する，

既存施設を供用しながら耐震性を向上させる，環境への

配慮が必要であるなどの新たな技術課題に直面しつつあ

る．しかしながら，空港施設を対象とした「既存施設を

供用しながら耐震性を向上させる」工法は少ないのが現

状である．特に，供用中の滑走路・誘導路の液状化対策

は，航空機の離発着に支障の無い深夜の数時間に施工す

る必要がある．このため，施工機械の搬入・液状化対策・

施工機械の搬出というサイクルが空港運用時間帯を避け

て繰返される必要がる． 

本資料で取り上げる「溶液型薬液注入工法」は，比較

的小規模な施工機械で，既存施設を供用しながら耐震性

を向上させることのできる数少ない工法の一つである． 

緊急復旧
計画策定

想定されるＬ２地震動

未対策の場合の想定被災程度

対策工法選定

地盤調査 地域防災計画
断層調査等

要求機能を
満足するか？

対策効果照査

要求機能を
満足するか？

ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

巨大地震時に機能する

滑走路機能
　規程勾配，平坦性
　支持力

実験による
想定精度確認・向上

実験による
照査モデル構築
精度確認・向上

コスト縮減
工期短縮
供用しながら
　施工可能か？

 

図－2 液状化対策策定フロー 
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3.液状化対策としての部分改良の提案 

 

3.1 求められる滑走路の耐震性能 

被災時において空港土木施設は，施設自体の損傷が人

命に直接影響を及ぼすものと，施設の損傷により，航空

機が運航できずに人命，財産または社会的活動に影響を

与えるものがある．滑走路は後者に属し，地震発生直後

あるいは 3 日程度を目処に定期民間航空機の運航が可能，

再開後の運航規模は早期の段階で通常時の 50%を確保で

きる機能が求められる． 

平成 20 年 7 月に初版発行された「空港土木施設耐震設

計要領及び設計例」6)では，レベル 2 地震動に対する滑

走路の耐震性能として，①地盤の液状化の有無，②地盤

の変形（勾配・段差），③地盤の支持力，④ひび割れ発生

状況が評価項目とされ，具体的な記述として，表－1 の

ように示されており，これを満足する耐震対策あるいは

性能評価手法の確立が求められている． 

 

 

表－1 レベル 2 地震動に対する滑走路の設計限界値の例 

大規模地震発生後に必要とされる輸送形態 
施 

設 固定翼機による旅客輸送 固定翼機による緊急物資輸送 回転翼機による緊急物資輸送 

滑 

走 

路 

①地盤が液状化する場合※1※2 

a)地盤の変形 

旅客輸送に使用する機材の

離着陸に必要な滑走路長に

ついて， 

・航空法施行規則第 79 条第

1 項第 3 号に規定する最

大縦断勾配および最大横

断勾配 

・部分的な勾配については、

舗装面のすり付け及び地

盤面の処理の最大勾配※3

までの変形を許容する 

b)地盤の支持力 

（過剰間隙水圧の消散によ

る）必要な地盤の支持力の

確保に影響を及ぼさない程

度の間隙水圧比の経時変化 

②短期間で復旧可能な程度のひ

び割れ 

①地盤が液状化する場合※2 

a)地盤の変形 

緊急物資輸送に使用する機

材の離着陸に必要な滑走路

長について， 

・航空法施行規則第 79 条第

1項第3号に規定する最大

縦断勾配および最大横断

勾配 

・部分的な勾配については、

舗装面のすり付け及び地

盤面の処理の最大勾配※3

までの変形を許容する 

緊急物資輸送に使用する機

材の離着陸に必要な滑走路

長以外について、 

・比較的短期間で復旧可能

な程度の変形 

b)地盤の支持力 

（過剰間隙水圧の消散によ

る）必要な地盤の支持力の

確保に影響を及ぼさない程

度の間隙水圧比の経時変化

②比較的短期間で復旧可能な程

度のひび割れ 

①地盤の変形 

護岸、高盛土の全体系が崩壊す

るような変形を許容しない 

※１旅客輸送に使用する機材の離着陸に必要な滑走路長は，通常全長である．しかし，耐震性能を向上する場合にあっ

ては，地震災害時の滑走路運用方法や対策費用を検討し決定することが望ましい場合もある．護岸・高盛土を含む

場合には，地盤が液状化しない場合においても a)の照査を行う必要がある． 

※２地盤が液状化しなければ，レベル２地震動が作用しても，地盤上の舗装に勾配や段差等が発生する可能性は少ない

ことが，例えば、「1993 年釧路沖地震港湾施設被害報告」などに示されている． 

※３航空保安業務処理規程 第 10 制限区域内工事実施規程 Ⅳ工事実施要領 (3)工事期間中における舗装面のすり付け

及び地盤面の処理に示されている． 

注）表中の勾配は地震後の勾配を意味している． 
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3.2 滑走路地盤の部分改良 

 

(1) 部分改良の目的 

滑走路は常時から偏荷重が作用する港湾構造物とは異

なり，水平成層地盤上の施設である．そのため，液状化

後の残留変形は鉛直変位が支配的であると考えられる．

したがって，表－1 で示した滑走路の耐震性能のうち，

a)地盤の変形，に着目すれば，必ずしも液状化対象層の

全てを改良する必要はなく，若干の等沈下を許容しなが

ら，滑走路の不同沈下を抑えることが可能である． 

一般に，自然地盤では，N 値に代表される地盤の物性

値が空間的に一様でなく，且つ，液状化層厚も不均一で

ある場合が多い．また，人工的な埋め立て地盤であれば，

造成方法によってその傾向が顕著になる．図－3 の上に

示す図は，液状化層厚が空間的に不均一な場合に，液状

化で不同沈下することを概念的に表したものである．液

状化層が厚い地点で大きな沈下が生じ，薄いと小さい沈

下の傾向を示す．液状化後の沈下量が地点毎に異なる場

合，線的あるいは面的な不同沈下として滑走路面に悪影

響を及ぼす．一方，図－3 の下に示す図は，部分改良に

よる合理的な液状化対策の概念図を示したものであり，

部分改良の目指す最終的な目標である．このように，液

状化層の全てを改良するのではなく，比較的一定厚さの

液状化層を下部に残存することで，滑走路面の等沈下を

誘起し，不同沈下をはじめとする被災を軽微に留める減

災対策が可能である 7)．なお，液状化による地盤の体積

変化特性が空間的に異なる場合には，液状化によるひず

みポテンシャルを均一にする様な改良範囲を設定する必

要がある． 

 

(2) 部分改良の深度 

液状化した地盤は，過去の被災事例や室内試験より，

5%程度の体積ひずみが生じると言われている 8)．しかし，

過去の被災事例調査から報告される体積ひずみは，地表

面沈下量と液状化層厚から割り出されたものであり，液

状化層の平均的な体積ひずみであることに注意しなけれ

ばならない．液状化層では，地震により有効応力を失っ

た土粒子が，地盤の深い位置から再堆積していく過程で

過剰間隙水圧が消散し，地盤の体積変化が生じる．した

がって，液状化による地盤の体積変化を流体中の土粒子

の沈降現象として捉えた場合，地盤深度の深い土粒子で

沈降距離は短く，反対に浅い土粒子が長くなるため，最

終的に生じる地盤中の体積ひずみは均一でないことが考

えられる． 

図－4 は，後述する 4 章の模型実験において，地盤中

に敷設した色砂の沈下計測から液状化後の体積ひずみ分

布を示したものである．図中より，液状化地盤の体積ひ

ずみは地盤中で均一ではなく，任意の深度でピークを示

す分布であることが分かる．なお，このような傾向は，5

章の現場実験でも同様のことが確認されている．このこ

とから，地表面の沈下を軽微に留めるためには，少なく

ても体積ひずみのピーク深度を含む改良深度が必要であ

ると言える． 
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図－4 体積ひずみの深度分布 
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図－3 合理的な液状化対策の概念図 
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3.3 適用可能な液状化対策工法 

2.4 節で述べたように，空港施設を対象とした「既存

施設を供用しながら耐震性を向上させる」工法は少ない

のが現状である．現在，既設滑走路地盤の液状化対策と

して適用されている主な工法は，溶液型薬液注入工法 2)

と静的圧入締固め工法 3)である（図－5 参照）．前者は，

飽和した緩い砂地盤の間隙に水と同程度の粘性を持つ薬

液を浸透注入することで，砂地盤中の間隙水を薬液に置

換するとともに，薬液のゲル化によって粘着力を付加し，

液状化強度の増加を図る固化工法である．一方，後者は，

緩い砂地盤中に低流動性のモルタルを静的圧入すること

で，砂地盤を締固め，液状化強度を増加させる密度増大

工法である．両工法とも，大掛かりな施工機械を必要と

せず，舗装面に改良ピッチ毎の注入孔（直径 100mm 程

度）を設けることで施工できるため，施工時間や施工エ

リアなどの厳しい制約条件下で適用可能な液状化対策で

ある． 

本検討では，次に示す 3 つの理由から，固化工法であ

る溶液型薬液注入工法について述べることにする． 

 

 

① 溶液型薬液注入工法による改良砂は，地盤内に間

隙水が存在しないため，噴砂現象，過剰間隙水圧

の伝播にともなう損傷が発生しない 

② 締固め系の工法は，地盤の密度を増大させること

で液状化抵抗を増大するため，液状化層を全て改

良することが大前提である 

③ 締固め系の工法は，液状化層を下部に残した場合

に，周辺あるいは下部から上向きの過剰間隙水圧

の伝播によって，地盤が損傷する可能性が高い 

 

(1) 溶液型薬液注入工法の概要 

当工法は，既設構造物直下地盤あるいはその近傍の液

状化対策を目的に開発された工法である（図－6）．地盤

をボーリング削孔し注入外管を建て込み，所定の改良深

度に溶液型の薬液を浸透注入することで球状の改良体が

作製される（写真－1）．薬液は，水ガラスから劣化成分

であるアルカリ分（Na+）を除去することにより，固化

体からのシリカ溶脱を防いだ長期耐久性を有する活性シ

リカグラウト（SiO2）である．浸透注入された薬液は，

飽和した砂地盤中の間隙水を固化体で置換するため，液

状化の要因となる過剰間隙水圧の発生を抑制すると同時

に，粘着力が付加されるため，地盤の静的なせん断強度

および液状化抵抗を増進させることができる．また，砂

粒子間の間隙は固化体で完全に満たされるため，想定以

上の大きな地震外力が作用し，液状化抵抗が不足したと

しても，噴砂現象，過剰間隙水圧の伝播にともなう損傷

等が少ないと考えられている 9)． 

図－7に，鉛直削孔による一般的な施工手順を示す． 

 

     

図－6 溶液型薬液注入工法の概要             写真－1 改良体の出来形例 

（石狩湾新港での現場実験）        

溶液型薬液注入工法 静的圧入締固め工法  
図－5 既設滑走路で実績のある液状化対策工法 
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 ①削孔機セット 

所定の注入位置に削孔機

をセットする。削孔の鉛直方

向調整は確実に行う。 

②削孔工 

削孔用ケーシング(L=1.5m)を

継ぎながら所定深度まで削孔

を行う(削孔は加水式)。 

・削孔ビット径 φ101 ㎜ 

・ケーシング 

外径φ96 ㎜、内径φ68 ㎜ 

・削孔の孔径 φ110 ㎜ 

③注入外管建て込み 

所定の深度まで削孔後、注入

用外管を人力で建て込む。注

入用外管は、主管(塩ビまたは

鋼製)と特殊スリーブパッカー

で構成されている。建て込み

初期には、注入外管が地下水

による浮力によって浮き上がら

ないよう留意する。 

④ケーシング引抜き 

注入外管の建て込み完了後、

ケーシングを引抜く。 

このとき、注入外管の共上がり

に留意する。 

⑤注入外管建て込み完了 

注入外管建て込み完了時に、

所定の高さに設置されている

か最終確認(レベル測量)を行

う。 

⑥スリーブパッカー注入工 

薬液注入に先立ち、薬液の逸走を

防止するために、スリーブパッカー

工を行う。注入口間にある特殊スリ

ーブパッカーに、注入管(ダブルパッ

カー)をセットし、セメントベントナイト

(CB)を注入充填させ、注入外管と削

孔壁間のクリアランスを閉塞させる。

充填した CB は１日養生させる。 

⑦浸透固化処理注入工 

所定の注入口に注入管(ダブルパッ

カー)をセットし、決定した注入速度

で浸透注入を行う。通常、最下段か

ら順次ステップアップする手順で浸

透固化処理を行うが、土質堆積状況

等から最上段より順次ステップダウン

することもある。 

⑧浸透固化処理の完了 

浸透固化処理注入の完了後、所定

の養生を経て事後調査を行う。事後

調査で所要の改良強度を確認後、

注入外管内にセメントベントナイトを

充填閉塞し、事後の舗装等に支障

をきたさない深さで注入外管を切断

し埋戻す。 

 
図－7 鉛直削孔による施工手順 
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(2) 改良砂の非排水せん断特性 

改良砂の強度は，薬液濃度（SiO2）を調整することに

よって任意に設定できる．実工事では，改良砂の品質管

理を目的に，施工後にボーリング調査を行い，一軸圧縮

試験あるいは三軸試験が実施される．設計では，改良砂

の一軸圧縮強さ quと液状化強度 Rlが，概ね線形関係にあ

ることを利用して，対象地震動レベルに必要な液状化強

度 Rlから，改良砂の一軸圧縮強さ quが決定される．実績

として，液状化強度 Rl=0.3～0.6 に対応する一軸圧縮強さ

qu=80～100kN/m2 程度がよく用いられている． 

改良砂の繰返しせん断特性は，液状化抵抗を超える外

力が作用したとしても，未改良砂のように急激に剛性が

低下することはなく，徐々に剛性が低下してひずみが発

達する粘り強さを持つ材料であることが既に知られてい

る 9), 10)． 

ここでは，5 章「実物大の空港施設を用いた現場実験」

において，実験サイトで採取した「石狩砂」と現地で施

工した溶液型薬液注入による「改良砂」について，非排

水単調せん断試験および非排水繰返し三軸試験を実施し

た結果について示し，改良砂の液状化抵抗特性について

考察する．なお，石狩砂は空中落下法で再構成した試料，

改良砂はブロックサンプリングによる不攪乱試料である． 

図－8および図－9は，石狩砂および改良砂の非排水三

軸圧縮・伸長試験および繰返し三軸試験結果における有

効応力経路をそれぞれ示している．図－8 における石狩

砂の有効応力経路を見ると，圧縮側では載荷直後から膨

張的挙動を示しているのに対し，伸張側では載荷直後か

ら収縮的挙動を示した後．膨張的挙動に転じている．一

方，改良砂では石狩砂と比べ，圧縮・伸長側ともに膨張

的挙動を示し，特に伸長側でその傾向が顕著であること，

破壊線の角度が大きくなり，正のダイレイタンシーを示

す領域が広がり，内部に負圧が生じる挙動を示している．
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(a) 石狩砂                        (b) 改良砂 

図－8 非排水三軸圧縮・伸長試験における有効応力経路 
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(a) 石狩砂                        (b) 改良砂 

図－9 非排水繰返し三軸試験における有効応力経路 
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また，図－9 における繰返しせん断挙動を見ると，比較

的，膨張的な挙動を示す改良砂では，原点から離れた点

で有効応力経路が伸張側でループ状に安定し，サイクリ

ックモビリティのような挙動を示している様子が分かる． 

図－10に非排水繰返し三軸試験結果として，液状化抵

抗曲線を示す．改良砂の繰返しせん断応力比は 0.5 以上

でないと試験が困難であったため，高せん断応力比にお

いて 1 供試体だけ中空ねじり試験を行っている．図中よ

り，改良砂の繰返しせん断応力比は 0.6～1.0 に分布し，

DA=5%，N=20 回で得られる液状化強度は 0.715 と石狩

砂の 3 倍程度になっていることが分かる． 

なお，図－9～図－10 に示した試験結果は，本検討で

用いた供試体の作製条件が，石狩砂は空中落下法，一方，

改良砂ではブロックサンプリングによる不攪乱試料であ

り両者で異なるため，直接の比較は困難であるが，改良

砂の有効応力経路が膨張的な挙動を示すこと等から，安

定性向上や高い液状化強度発揮の要因となっているもの

と考えられる． 

 

(3) 改良砂のせん断剛性低下および体積変化特性 

性能設計の導入により，地震後の地盤変形量を精度よ

く評価することが求められている．そのためには，有効

応力が低下し，液状化に至るまでの過程のみならず，液

状化して有効応力を失った後，有効応力が回復するまで

の変形過程を把握しておくことが重要である． 

そこで，先程と同様に「石狩砂」と現地で施工した溶

液型薬液注入による「改良砂」について，非排水繰返し

三軸試験を実施した 11)．三軸試験では，発生した過剰間

隙水圧レベルや，発生条件の違いに応じたせん断剛性お

よび繰返しせん断後の体積変化特性について調べた．こ

こで，過剰間隙水圧の発生方法として，通常の非排水繰

 

 

(a) 非排水繰返し三軸試験 

 

(b) 非排水背圧負荷試験 

図－11 2 種類の試験方法 
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図－12 ベンダーエレメント試験の模式図 
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図－13 過剰間隙水圧の発生方法の相違 
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図－10 液状化抵抗曲線 
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返しせん断を与えた場合（図－11(a)）と，非排水状態で

背圧を供試体に負荷する場合（図－11(b)）の 2 種類の方

法を用いた．試験手順を以下に示す． 

 

① 三軸試験機において，σc’=50kPa まで等方圧密した

後，ベンダーエレメント（図－12参照）により発信・

受信の走時波形を計測し，それらの立ち上がり時間

差よりせん断波速度 Vs を算定し，せん断弾性係数

G0 を求める． 

② 非排水状態の供試体に過剰間隙水圧⊿u を発生させ

る．過剰間隙水圧の発生方法は，非排水繰返しせん

断と非排水状態で背圧を供試体に負荷する 2 種類の

方法とする．図－13に示す要領により，非排水条件

の下，0→1，0→2，0→3 の経路を辿り，非排水のま

ま最後ベンダーエレメントによる測定を実施し，せ

ん断弾性係数 Giを求める． 

③ ベンダーエレメントによる測定後，排水バルブを開

放し，排水量から体積ひずみεvを測定する． 

 

このように，過剰間隙水圧の発生方法を制御し，消散

に伴う変形特性の違いを把握しておくことで，繰返しせ

ん断履歴を受けて液状化する場合と，周囲の液状化層か

ら伝播してくる水圧によって二次的な液状化する場合を

想定することができる．  

実施した試験ケースを表－2および表－3に示す．ベン

ダーエレメントによるせん断波速度 Vs 測定時の過剰間

隙水圧比は，⊿u/σc’=0，⊿u/σc’=0.2~0.3，⊿u/σc’=0.4~0.5，

⊿u/σc’=0.9~1.0 の計 4 ケースである． 

図－14 に任意の過剰間隙水圧比におけるせん断弾性

係数との関係について示す．なお，過剰間隙水圧比が 0.95

以上になると，ベンダーエレメントによる正確な Vs 計測

が困難になるため，⊿u/σc’≧0.95 での試験は実施してい

ない． 

図－14(a)より，石狩砂では過剰間隙水圧の発生方法に

かかわらず，過剰間隙水圧比の増加に伴い，せん断弾性

係数が徐々に低下する傾向を示している．一方，図－

14(b)に示す改良砂は，過剰間隙水圧比の増加に伴うせん

断弾性係数の低下傾向を示しているが，その変化量（勾

配）は石狩砂に比べ小さいことが分かる．具体的には，

⊿u/σc’≦0.4 の場合，石狩砂が約 25%低下するのに対し

て，改良砂では約 10%の低下に留まり，また⊿u/σc’=0.8

の場合，石狩砂が約 60%低下するのに対して，改良砂で

は約 40%の低下に留められている． 

次に，過剰間隙水圧比におけるせん断弾性係数 Giを初

期せん断弾性係数 G0 で除したせん断剛性比の関係を図

－15 に示す． 

図－15の関係を見ると，石狩砂あるいは改良砂にかか

わらず，概ね一義的な関係を示し，過剰間隙水圧の増加

とともに，せん断剛性比が減少していく傾向が確認でき

る．今回の試験条件のような比較的密な砂質土の場合，

せん断剛性の低下傾向は，繰返しせん断と背圧負荷によ

る過剰間隙水圧の上昇過程に関係なく，平均有効主応力

のみに依存することが示唆される． 

任意の過剰間隙水圧比において，排水バルブを開放し，

計測された排水量から体積ひずみが算定できる．図－16

に過剰間隙水圧比と算定した体積ひずみの関係を示す．

表－2 繰返しせん断による試験ケース 
相対密度 繰返しせん断応力比 過剰間隙水圧比 体積ひずみ

D r(%) σ d/2σ c' ⊿u /σ c' ε v(%) G o(kPa) G i(kPa)

0.20 0.20 28.3 25.3

0.36 0.24 29.1 22.9

0.83 1.29 27.4 9.9

0.207 0.21 0.06 48.50 46.2

0.300 0.40 0.16 51.10 45.2

0.420 0.75 0.53 49.70 26.4

せん断弾性率

0.155

試料

石狩砂

改良砂

73.0

－

AP

PG-1

 
 

 

表－3 背圧負荷による試験ケース 
相対密度 過剰間隙水圧比 体積ひずみ

D r(%) ⊿P b/σ c' ε v(%) G o(kPa) G i(kPa)

0.20 0.13 29.5 27.7

0.40 0.22 27.6 19.5

0.80 0.40 28.6 13.0

0.20 0.06 48.70 45.5

0.40 0.15 56.70 48.7

0.90 0.60 53.70 29.1

73.0石狩砂

せん断弾性率

AP

PG-2 －改良砂

試料
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なお，⊿u/σc’=0.95 のプロットは，通常の液状化試験を

実施して計測された体積ひずみである． 

石狩砂では，⊿u/σc’≦0.4 付近までは過剰間隙水圧の

発生条件に拘わらず同様な傾向を示すが，0.8 以上の領域

では，繰返しせん断による体積ひずみが急増する傾向を

示している．一方，改良砂の体積ひずみについては，過

剰間隙水圧の発生条件に全く依存せず，同様の傾向を示

している． 

以上より，改良砂では⊿u/σc’≦0.8 の範囲で，繰返し

せん断や過剰間隙水圧の伝播等による土粒子の移動など，

骨格構造の変化や攪乱の影響を受けにくい傾向があると

推察される． 
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図－14 過剰間隙水圧とせん断弾性係数の関係 
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(b) 改良砂 

図－16 過剰間隙水圧と体積ひずみの関係 



－14－ 

4.部分改良の沈下特性に関する模型実験 

 

4.1 模型実験の概要 

液状化対象層上部に対して実施した部分改良の沈下抑

制効果について，定量的な把握を目的に模型振動実験を

行った．なお，実験の一部は，既発表資料 12)に示されて

いる．実験の着眼点について，以下に示す． 

 

• 部分改良率によって，沈下抑制効果はどのように変

化するか 

• 液状化後の体積ひずみの深度分布は，どのような傾

向を示すか 

• 沈下に対して効果的な部分改良率は存在するのか 

 

(1) 適用相似則と入力地震動 

実験に用いる模型縮尺は，液状化層厚と模型土槽の大

きさを考慮して，長さの縮尺比を λ=10（prototype/model）

とした．1G 場の模型振動実験に適用する相似則は，地盤

を 2 相系飽和材料（間隙水と土粒子骨格）と仮定したと

きの支配方程式に基づいて導き出された相似則 13)を採

用した．なお，透水性に関する相似則を満足するために

は，水の粘性を上げる必要があるが，本実験では通常の

水道水を使用している．したがって，相似則によれば，

本実験の過剰間隙水圧の消散過程が，実物よりも早いこ

とが予想される． 

本実験で用いた相似則と縮尺比を表－4 に示す． 

入力加振波は，一般的な地震動の主要な周波数を 1Hz と

仮定し，表－4 の相似則にしたがって 5Hz とした正弦波

を 20 波，200Gal で一方向に与えた． 

 

 

 

 

(2) 実験ケースと測定項目 

a) 実験ケース 

実験土槽は，長さ 1.1m，高さ 1.5m，奥行き 1.1m の剛

土槽を用いた．実験には，均質な液状化対象層（Dr=50%）

を有する 1 層タイプの Case1 シリーズと，液状化対象層

は Case1 と同様で下層に非液状化対象層（Dr=80%）を有

する 2 層タイプの Case2 シリーズを設定した．これは，

地震時において地盤内部の過剰間隙水圧が再配分される

ことを考慮したものであり，液状化対象層の底面水理境

界が異なるタイプと言える． 

各タイプの実験ケースは，未改良の 1 ケースおよび液

状化対象層を部分改良した2ケースの計3ケースである． 

実験ケースを表－5 に，模型断面図を図－17に示す． 

実験全景を写真－2 に示す． 

b) 測定項目 

実験中は，地盤中に加速度計，間隙水圧計，変位計を

所定の深度に設置し，サンプリング周波数512Hzで約

60secで収録した．地表面にはターゲット，地盤内に色砂

を厚さ5～10mmで深さ約10cmピッチに設置し，実験前後

で変位を計測した．また，実験後に改良砂のブロックサ

ンプリングを行い，一軸圧縮試験を実施した． 

実験で使用した改良体の一軸圧縮強度を図－18に示す． 

 

写真－2 実験全景 

表－4 相似則と模型縮尺 

パラメータ 相似則 縮尺比

長さ λ 10

密度 1 1

時間 λ0.75 5.62

応力 λ 10

間隙水圧 λ 10

変位 λ1.5 31.62

ひずみ λ0.5 3.16

加速度 λ 1

透水係数 λ0.25 1.78
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図－18 改良体の一軸圧縮強度 
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表－5 実験ケース 

改良層厚 液状化層厚 部分改良率

HI (mm) HL (mm) HI/(HI+HL) (%)

Case1_0 未改良 0 1200 0

Case1_4 部分改良 400 800 33

Case1_8 部分改良 800 400 67

Case2_0 未改良 0 1000 0

Case2_5 部分改良 500 500 50

Case2_7 部分改良 700 300 70
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(3) 模型地盤の作製 

a) 液状化対象層 

液状化対象層は，相馬産の 5 号硅砂（D50=0.3mm）を

用いて，水中落下方式にて相対密度 Dr=50%の緩い飽和

砂地盤を作製した． 

 

b) 改良層 

改良層の強度は，薬液（SiO2）の濃度を調整すること

で任意に設定することができる．実工事における改良体

の一軸圧縮強度は 100kN/m2 程度で施工されることが多

いため，本実験では 10kN/m2 程度に設定するのが望まし

い．しかし，10kN/m2 程度の低強度を実現するための薬

液配合が困難であることや，改良層の取扱いやすさを考

慮し，30kN/m2 程度の改良強度を目標に配合仕様を決定

した． 

 

改良層の作製手順を以下に示す． 

① 改良層の下端深度まで液状化対象層を水中落下方式

にて作製したのち，所定の位置に 500×500×350mm

の型枠を設置する（写真－3）． 

② 型枠内に同じ配合仕様の薬液（ホモゲル）を仮止水

目的で 5mm 程度流し込む（写真－4）． 

③ 先に流し込んだ薬液のゲル化が終了した頃に，対象

とする改良層に必要な薬液を型枠内へ流し込み，相

馬産の 5 号硅砂を薬液落下方式で相対密度 Dr=50%

の改良層を作製する（写真－5）． 

④ 型枠内水位と型枠外水位が同程度になるように調整

し，型枠外では①と同様に水中落下方式で液状化対

象層を作製する（写真－6）． 

 

 

 

   
写真－3 型枠（①）         写真－4 ホモゲルによる底面の仮止水（②） 

 

 

   
写真－5 薬中の型枠内へ砂を投入（③）       写真－6 型枠外へ砂を投入（④） 
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4.2 実験結果 

(1) 動的挙動 

各実験ケースに対して，5Hz の振動数で一定振幅

200Gal の正弦波を水平に与えたときの，深さの異なる過

剰間隙水圧Δu および地表面沈下の時刻歴波形を図－19

に示す．なお，図中の<+――+>は，水圧計の設置深度に

おける初期有効土被り圧と加振の作用時間を表している． 

各ケースとも，加振直後に地表から深度 875mm（W2）

までの間で，過剰間隙水圧Δu が初期有効土被り圧相当ま

で上昇し，概ね液状化状態に至っている様子が分かる．

深度 1100mm（W1）では，過剰間隙水圧比Δu/σv’が 0.6

～0.7 程度まで上昇し，剛性が著しく低下した状態である

と推察される．また，地表面沈下は加振中に 2～7 割程度

生じた後，過剰間隙水圧の消散をともないながら進行し

ていく傾向が分かる．具体的には，加振中に未改良ケー

ス（Case1_0，Case2_0）で地表面沈下の 6～7 割，部分改

良ケースでは 2～4 割程度生じている．このように未改良

ケースでは，加振中に大部分の沈下が生じているが，部
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(c) Case1_4                     (d) Case2_5 
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(e) Case1_8                     (f) Case2_7 

図－19 過剰間隙水圧と沈下の時刻歴波形 
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分改良を施すことによって，その発生量を低減すること

が明らかになった． 

液状化層底面の水理境界が異なる Case1 シリーズと

Case2 シリーズを比較すると，特に深度 1100mm（W1）

と深度 875mm（W2）で挙動が異なる．すなわち，Case2

シリーズの W2 では，加振によって過剰間隙水圧Δu が上

昇するものの，下層に液状化しにくい地盤（過剰間隙水

圧Δu の上昇程度が小さい）が存在するため，過剰間隙水

圧Δu が再配分され，Case1 シリーズの W2 よりも小さく

なると考えられる．このことは，図－23に示す Case1 と

Case2 の体積ひずみ分布が，深い位置で異なることから

も理解できる． 

 

(2) 沈下量の比較 

各実験ケースにおける地表面の沈下分布を図－20 に，

代表点として中央沈下量の比較を図－21に示す． 

未改良ケース（Case1_0，Case2_0）では，ほぼ均一に

地表面が等沈下しているのに対して，平面中央部を改良

した部分改良ケースでは，周辺部より沈下が抑えられる

ため上に凸な形状を示している．沈下量は未改良ケース
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(a) Case1_0                 (b) Case2_0 
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(c) Case1_4                 (d) Case2_5 
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(e) Case1_8                 (f) Case2_7 

図－20 地表面の沈下分布 
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で最も大きく，部分改良率が大きくなるにしたがい，小

さくなる傾向を示している．部分改良による沈下抑制効

果を定量的に把握するため，部分改良率と沈下率の関係

を図－22に示す．ここで，沈下率とは，部分改良ケース

の沈下量を未改良ケースで除したものとして定義してい

る．部分改良率が液状化層厚に対する改良層厚の割合を

表しているため，図－22は無次元化された部分改良効果

を示した図と言える．図中の破線は，液状化による沈下

量が液状化層厚と線形関係があると仮定したものであり，

破線よりも下側にプロットされるほど沈下抑制効果があ

ることを表している．図中より，Case2_5 を除いた全て

のケースが破線よりも下側にプロットされており，部分

改良による沈下抑制効果が認められる． 

 

(3) 体積ひずみと過剰間隙水圧比の深度分布 

地盤内に設置した色砂の鉛直変位を実験前後でスケー

ル計測し，9 測点の平均体積ひずみとして整理したもの

と過剰間隙水圧比Δu/σv’の深度分布を図－23に示す．な

お，Case1_8（部分改良 67%）と Case2_7（部分改良 70%）

については，地表面沈下量があまりにも小さいため，実

験精度を考慮して体積ひずみは図示していない． 

図－23 より，Case1 および Case2 シリーズにかかわら

ず，液状化層の体積ひずみは表層から深さ方向にかけて

増加し，中央深度付近でピークを迎えて，減少傾向に転

じていることが分かる．この傾向は，未改良あるいは部

分改良にかかわらず，また，5.2 節で述べる発破による

人工的な液状化層の体積変化特性も同様であることが確

認されている．なお，体積ひずみのピーク深度は，土質

条件や地震動レベルの大きさによる液状化の程度，改良

層の寸法が大きい場合には幅や奥行きの影響を受けて変

化すると思われる．計測した体積ひずみ分布の精度を把

握するため，図－24 に地表面の実測沈下量と体積ひずみ

を深度方向に積分した値とを比較して示す．図－24より，

両者の比較は概ね整合しており，計測された体積ひずみ

分布は一定の精度を有するものであると判断される． 

今回の模型実験では，滑走路の中央部における準一次

元的な液状化後の沈下挙動を追跡したものであり，二次

元あるいは三次元的な影響度については不明な点が残さ

れている．しかし，ショルダー部を除いた滑走路の中心

線を含む 2/3 幅の平坦性を考えた場合，少なくても体積

ひずみのピーク深度を含む範囲で地盤改良する必要があ

ると言える． 

 

0

5

10

15

20

25

30

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

部分改良率

沈
下

量
 (m

m
)

Case1
Case2

  

Case1_8

Case2_5

Case1_4

Case2_7

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0
部分改良率

沈
下

率

 

図－21 沈下量の比較            図－22 部分改良率と沈下率の関係 

Case1_0

Case1_4

Case2_0

Case2_5
Case1_8

Case2_7
0

5

10

15

20

25

30

0 5 10 15 20 25 30
実測値 (mm)

ひ
ず

み
の

積
分

値
 (m

m
)

 

図－24 実測沈下量とひずみの積分値の比較 
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4.3 数値解析による変形予測 

性能設計法への移行にともない，液状化の発生が設計

段階で許容されるようになった．その結果，地震発生時

における残留変位や地中構造物への影響を評価するため

に，液状化の発生や材料特性への影響を考慮できる動的

な有効応力解析が実務で用いられている．液状化により

生じる変位には，地震時のせん断変形にともなう変位分

と地震後の過剰間隙水圧の消散に伴う体積変化分がある．

滑走路地盤を対象とすれば，前者は護岸が液状化によっ

て海側に変位する場合に，その背後地盤が影響を受ける

ことで生じる．しかし，一般的に滑走路は護岸から 100m

以上離隔されているため，その影響は軽微であると考え

られる 14)．一方，後者は，排水を伴う沈下現象で，水平

成層地盤では主に支配的な要因となる． 

港湾で実施のある構造物被害予測プログラム FLIP は，

変形照査に用いられる液状化現象を扱える地震応答解析

コードの一つである．しかし，現行の FLIP では，地震

の継続時間が短く，地盤から排水される間隙水の量が無

視できると考え，二相系の式を「土骨格の変位 u=水の変

位 U」という非排水条件を課しているため，過剰間隙水

圧の消散・再配分，それにともなう体積変化を取り扱う

ことはできない．このような場合，地盤の剛性を有効応

力のみの関数として，地震応答解析と圧密解析の 2 段階

の計算を行うことが実務でもしばしば用いられている

（以後，2 段階解析）．すなわち，非排水条件で地震応答

解析を行い，地盤の応力状態（過剰間隙水圧の上昇程度）

を予測した後，地震終了時の地盤の応力状態を初期値と

して圧密解析を実施することで沈下量を求める． 

上記の方法の問題点として，過剰間隙水圧の消散にと

もなう体積変化が，地盤の応力状態（過剰間隙水圧の上

昇程度）で一意的に決まるため，地震動の載荷履歴が考

慮されていないことが挙げられる．また，近年，注目さ

れている継続時間の長い地震動が作用する場合，地震中

の非排水条件が成り立たなくなると考えられる．これら

の問題を解決するには，地震時から過剰間隙水圧の消散

までを一貫して扱える体積変化特性モデルと，せん断変

形およびダイレイタンシーに関するモデルとを組み合わ

せた液状化解析コードを構築する必要があるが 15)，現在

のところ研究レベルにあると言える． 

ここでは，実務上の簡便さを優先し，地震応答解析に

FLIP を用いた 2 段階解析を用いて，模型実験の再現解析

を実施し，水平成層地盤の液状化にともなう沈下現象へ

の適用性について検討する． 

 

 

(1) 解析手法 

本手法では，FLIP で地盤中の過剰間隙水圧の上昇程度

を評価し，加振後の応力状態を初期とした Biot の圧密方

程式を解くことで，水圧の消散・再配分を包括し，地表

面の沈下量を求める．地盤の体積変化特性に関する構成

則には，例えば 16)，過剰間隙水圧比と体積変化係数比の

非線形関係を用いる方法がある． 

2 段階解析手法の概要を図－25 に示す． 

砂の過剰間隙水圧比と体積圧縮係数比の関係は，通常

の液状化強度試験の一環として求められるのが合理的で

ある．非排水繰返し三軸試験において任意の過剰間隙水

圧比まで繰返し載荷を行った後，排水コックを開くこと

で排水量あるいは体積ひずみΔεvの時系列を測定し，応

力変化分⊿p から体積圧縮係数 mv=Δεv/Δp を求めること

ができる 17)． 

 

(2) 解析条件 

解析で用いたモデルを図－26に示す．水平方向および

鉛直方向のメッシュ幅を 0.05m とし，底面を xy 方向拘

束，側面を x 方向 MPC 拘束とした． 

解析対象とした模型実験は，Case1_0，Case1_4 および

Case1_8 の計 3 ケースとした（図－27再掲）． 

次に，解析で用いたパラメータを表－6 に示す．なお，

液状化を考慮した地震応答解析 FLIP の適用性は，既に

多くの検証がなされているので，ここでは液状化特性に

関するパラメータを実験挙動にフィッティングさせるこ

とで決定した．また，体積変化特性についても，模型実

験の沈下量に整合するように調整した．なお，入力地震

動は，模型実験で計測された土槽底面 AH1 の加速度応答

を用い，解析モデルの基盤底面に入力している． 
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図－25 2 段階解析手法の概要 
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(3) 解析結果 

実験と解析の時系列比較を図－28～図－30 に示す． 

加振中の挙動は，実験挙動を目標にパラメータを調整

しているので，加速度応答や過剰間隙水圧挙動は当然の

如く整合している．注目すべきは，加振終了後の水圧消

散あるいは沈下傾向が圧密現象と捉えてよいかどうかで

ある．解析の水圧消散挙動は，実験と比較して未改良の

Case1_0 が若干遅く，部分改良の Case1_4 あるいは

Case1_8 で後半早くなる傾向が認められるが，概ね整合

している． 

一方，実験における沈下挙動は，未改良の Case1_0 が

加振中に最終沈下量の 6～7 割，部分改良の Case1_4 ある

いは Case1_8 で 2～4 割生じており，解析結果との差異が

見られる．加振中に水圧計の変化がほとんど見られない

ことから，非排水条件下での挙動であると考えられるが，

本解析では沈下挙動を圧密に伴う体積変化と仮定してい

るので，このような現象は再現できない．しかし，地表

面の最終沈下量に着目した場合，液状化層の体積変化特

性を適切に設定することができれば，実務上で要求され

る精度で予測できると考えられる． 

図－31 は本解析で用いた体積変化特性を示したもの

である．図中に示す通り，三軸試験および模型実験結果

から推定された曲線には大きな差異があることが分かる．

模型実験においては，水圧比が 1.0 に近づくと mv/mv0 が

急増するのに対して，三軸試験では，模型実験に比べ骨

格構造の攪乱の度合いが比較的小さいと考えられるため，

緩やかに上昇する傾向にある．一方，実現象では，水圧

比が 1.0 に近づくと剛性が極めて低くなり，噴砂のよう

な攪乱現象が生じて非常に大きな体積収縮が発生するた

め，模型実験から推定され曲線に近い傾向を示すものと

推察される．したがって，2 段階解析に用いる体積変化

特性は，要素試験のみならず模型実験からも把握してお

くことが重要である． 
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図－27 解析対象断面図（単位：mm） 
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図－26 解析モデル 

 

表－6 解析パラメータ 

液状化層 改良層

密度 ρ(g/cm3) 1.877 1.877
基準拘束圧 σma'（kN/m2

） 98.0 98.0
せん断弾性係数 Gma（kN/m2

） 2.38E+04 4.53E+04
体積弾性係数 Kma（kN/m2

） 6.20E+04 1.18E+05
ポアソン比 ν 0.33 0.33

間隙率 n 0.47 0.47
内部摩擦角 φf（deg） 38.0 38.0

最大減衰定数 hmax 0.24 0.24
変相角 φp（deg） 28.0 -

w1 10.0 -
p1 0.5 -
p2 0.5 -
c1 1.2 -
Ｓ1 0.005 -

透水係数 k (cm/s) 2.0E-01 1.0E-05

動
的

変
形

特
性

液
状

化
特

性

パラメータ
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図－28 実験と解析の比較（Case1_0） 

1
20
0

AH1

AH2

AH3

AH4

AH5

AH6

AH7

W1

W2

W3

W4

W5

AH9 W7

AH8 W6

D1

液状化層
（Dr=50%)



－24－ 

  

D1

0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0

0 5 10 15 20 25 30 35
t  (s)

D
z 

(c
m

)

模型実験

圧密解析

 
鉛直変位 

 

 

AH9

-300

-150

0

150

300

2 3 4 5 6 7 8 9 10
t  (s)

A
cc

 (G
al

) 模型実験

地震応答解析

   

W7

0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

0 5 10 15 20 25 30 35
t (s)

⊿
u/
σ v

'

模型実験

地震応答解析

圧密解析

 
AH8

-300

-150

0

150

300

2 3 4 5 6 7 8 9 10
t  (s)

A
cc

 (G
al

)

模型実験

地震応答解析

   

W6

0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

0 5 10 15 20 25 30 35
t (s)

⊿
u/
σ v

'

模型実験

地震応答解析

圧密解析

 

AH4

AH3

AH2

-300

-150

0

150

300

2 3 4 5 6 7 8 9 10
t  (s)

A
cc

 (G
al

) 模型実験

地震応答解析

-300

-150

0

150

300

2 3 4 5 6 7 8 9 10
t  (s)

A
cc

 (G
al

) 模型実験

地震応答解析

-300

-150

0

150

300

2 3 4 5 6 7 8 9 10
t  (s)

A
cc

 (G
al

) 模型実験

地震応答解析

   

W3

W2

W1

0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0

0 5 10 15 20 25 30 35
t (s)

⊿
u/
σ v

'

模型実験

地震応答解析

圧密解析

0.0
0.2
0.4

0.6
0.8
1.0

0 5 10 15 20 25 30 35
t (s)

⊿
u/
σ v

'

模型実験

地震応答解析

圧密解析

0.0

0.2
0.4

0.6
0.8

1.0

0 5 10 15 20 25 30 35
t (s)

⊿
u/
σ v

' 模型実験

地震応答解析
圧密解析

 

   加速度応答                  過剰間隙水圧比 

 

図－29 実験と解析の比較（Case1_4） 
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図－30 実験と解析の比較（Case1_8） 
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4.4 まとめ 

本章では，液状化対象層の上部に対して実施した部分

改良の沈下抑制効果について考察するため，1G 場の模型

振動実験を実施した．また，FLIP を用いた地震応答解析

および過剰間隙水圧の消散に伴う圧密解析を併用した手

法（2 段階解析）によって，模型実験の再現解析を実施

し，その適用性について検討した．以下に得られた知見

を示す． 

 

a) 液状化層の体積ひずみは，液状化層全体で均一では

なく，任意の深度から表層あるいは基層にかけて減

少する傾向が確認された．このような傾向は，5 章

の現場実験でも同様であったことから，準一次元的

な滑走路の沈下量を抑えるためには，少なくとも，

最も地表面沈下に寄与するであろう体積ひずみの

ピーク深度を含む改良範囲が必要であると考えら

れる． 

b) 緩い地盤の下に密な地盤が存在する場合（本実験で

は，Case2 シリーズ），液状化した上層の過剰間隙

水圧が下層に再配分されるため，特に層境界付近で

過剰間隙水圧が抑えられていた． 

c) 実験では，加振中に未改良ケースで最終沈下量の 6

～7 割，部分改良ケースで 2～4 割程度の沈下が生

じていた．このように，部分改良を施すことで沈下

低減することが確認された． 

d) 地盤の体積変化特性は，通常の非排水繰返し三軸試

験において，任意の過剰間隙水圧比まで繰返し載荷

を行った後，排水コックを開き，排水量の時刻歴を

測定することで推定することができる．しかし，模

型実験結果から逆解析した体積変化特性と，三軸試

験から推定されたものでは大きな差異が確認され

た．したがって，本検討のような 2 段階解析を実施

する場合，模型実験などから適切な体積変化特性を

把握しておくことが重要である． 
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図－31 体積変化特性の比較 
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5.実物大の空港施設を用いた現場実験 

 

5.1 現場実験の概要 

本章では，2007 年 10 月 27 日に北海道小樽市銭函の石

狩湾新港西地区で実施した実物大の空港施設を用いた現

場実験について述べる．図－32 に実験場所を示し，写真

－7および写真－8に実験ヤードの全景を示す． 

現場実験では，実物大の空港施設をヤード内に建設し，

制御発破により地盤の液状化を再現することで，液状化

が滑走路や駐機場，航空保安施設等の構造物へ及ぼす影

響の検討や，コスト縮減・工期短縮を目的としている． 

現場実験の詳細については，港湾空港技術研究所資料

No.1195「液状化対策に関する実物大の空港施設を用いた

実験的研究」1)を参照いただきたい． 

 

 

 

 

石狩湾新港

 

 

図－32 実験場所 

 

 
写真－7 実験ヤードの空撮（発破直後） 
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(1) 現場条件 

図－33に実験ヤードの全体図を示す．実験では，実際

の空港と同様な設計仕様において，滑走路（アスファル

ト舗装），エプロン（コンクリート舗装）および航空無線

施設（GS，LLZ）等を建設し，地盤内に装薬したエマル

ション爆薬を制御発破することで，地盤中に擬似的な繰

返しせん断を与えつつ，発破による衝撃圧を伝播させる

ことで，人工的に地盤の液状化現象を再現している．な

お，図中には発破順序と代表的な経過時間を示している． 

図－34には，発破概要を示す．発破仕様は，鉛直削孔

253 孔，曲がり削孔 8 孔（滑走路部），総火薬量 1760kg，

斉発破数 583 段，発破時間 139 秒間（時差 0.2 秒）の大

規模な段発発破である．特にアスファルト舗装部では，

削孔による舗装部の損傷を避けるため，曲がり削孔方式

を採用している． 
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図－33 実験ヤード全体図 
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図－34 発破概要（左：鉛直発破，右：曲がり発破） 
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滑走路を中心とする実験平面図を図－33に示す．滑走

路部（60m×50m）は，未改良域（20m×50m）および液

状化対策を施した改良域（40m×50m）に区分し，対策

の効果を比較できるようにした． 

図－36 に代表地点におけるボーリング柱状図を示す．

当該領域の地盤は，地表部から浚渫砂による N 値が 1～8

の埋立層（Fs 層）, N 値が 3～12 の砂質土層（As1 層）,

およびその下位には N 値が 8～20 の砂質土層（As2 層）

で構成され，実験場内の地下水位は，ボーリングの孔内

水位から概ね G.L.-2.0m～-2.5m の範囲に分布している． 

標準貫入試験から得られた Fs 層，As1 層および As2 層

における粒径加積曲線を図－37 に示す．粒度分布は各層

で同様な分布傾向を示しており，ほぼ全ての試料が港湾

基準 5)の「特に液状化の可能性あり」の範囲に属してい

る． 

以上より，当実験サイト地盤が G.L.-2.5m～-10m 程度

の範囲で，非常に液状化し易い液状化対象層であったこ

とが推察される． 

 

 

 
 

図－35 実験平面図（単位：m） 

 

 

                        図－37 粒径加積曲線 
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図－36 ボーリング柱状図（B-3，B-4，B-5） 
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(2) 施工条件 

本実験において溶液型薬液注入工法（浸透固化処理工

法）は，滑走路の中央部（20m×50m）を 3 ブロックに

分けた．そして，液状化層を深度方向に全層改良せずに，

上層のみを部分的に改良し，その改良厚さを変化させる

ことで 3 ケース（A～C）を実施した．また，実験では液

状化対策の更なるコストダウンを実現するため，改良率

を 70%に低減している．ここで改良率とは，改良範囲の

土が全面的に改良される 100%に対して，隣り合う球体

の改良砂が互いに接し，改良砂間に未改良域が残された

状態を 70%と定義している（図－38）．実験ケースを表

－7に示す． 

実験で用いた改良仕様は，薬液濃度 SiO2=8%，ゲルタ

イムが 250min であり，改良土の目標一軸圧縮強さを約

100kN/m2 とした．施工断面図を図－39 に示す．改良体

は直径 2.0m，注入孔間隔を 1.8m で液状化層内に配置し

た．実験中は，過剰間隙水圧の変化を把握するため，間

隙水圧計を G.L.-4.0m，G.L.-7.0m，G.L.-9.0m の 3 深度に

それぞれ設置し，サンプリング周波数を 100Hz で収録し

た．滑走路面の沈下状況は，発破前，発破直後，1 日後，

3 日後，7 日後におけるレベル測量を 2.5m～5.0m ピッチ

の格子測点にて実施した． 

 

 

 

 

 

(a) 改良率 100%      (b) 改良率 70% 

図－38 改良率の定義 

 

表－7 実験ケース 

改良層厚 部分改良率

上端 G.L.-2.5m
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70%
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図－39 溶液型薬液注入工法（A～C）の施工断面・平面図（単位：mm） 
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5.2 実験結果 

(1) 過剰間隙水圧の挙動 

図－40にA,B,C改良域および未改良域における制御発

破開始からの過剰間隙水圧Δu の時刻歴波形を示す．なお，

図中の<+――+>は，水圧計の設置深度における初期有効

土被り圧と発破の作用時間を表している． 

図－40 の右上に示す未改良域の過剰間隙水圧Δu は，

発破直後に初期有効土被り圧相当σv’まで急増し，液状

化に至っている様子が分かる．一方，溶液型薬液注入工

法における A および C 改良域内（A-P1，B-P1，C-P1）

の過剰間隙水圧Δu は，いずれも発破後十数分においてピ

ークを示す傾向が見られ，過剰間隙水圧比Δu/σv’はそれ

ぞれ 0.17 および 0.58 に抑えられている． 

改良層内で計測された過剰間隙水圧は，改良域周辺の

液状化した地盤からの水圧伝播，あるいは発破衝撃圧の

伝播によるものと考えられるが，過剰間隙水圧比Δu/σv’

の発生量が小さいことから改良体内に大きな攪乱等の影

響はあまり生じていないものと推察される．なお，B 改

良域内の過剰間隙水圧比Δu/σv’が発破中に 0.87 まで上

昇し，Aおよび C 改良域内と異なる傾向を示しているが，

改良率 70%で施工していることから，間隙水圧センサの

位置が改良体から外れていた等の影響があったものと考

えられる． 

過剰間隙水圧Δu の消散過程に関しては，未改良地盤で

一時間後に過剰間隙水圧比Δu/σv’が概ね 0.5，一日後に

は完全に消散する傾向を示し，改良域内においても発生

した大きさに拘わらず，消散傾向は同様である． 

ピーク時における過剰間隙水圧比の深度分布を図－41

に示す．図中より，各改良層下の未改良部における水圧

比の傾向が同様であることから，ほぼ一様に発破のエネ

ルギーが改良層下に作用していると考えられる． 

図－42には，各改良域中央付近で計測された沈下を時

系列で示したものである．図中より，沈下のほとんどは

発破後一日で生じ，その後 mm オーダーの沈下が発破三

日後まで継続し収束していく様子が確認できる． 

液状化により低下した未改良域の地盤剛性は，過剰間

隙水圧の消散にともない，回復すると考えられる．本実

験では，発破一日後に過剰間隙水圧Δu が消散し，それと

対応するように滑走路面の沈下挙動も収束していたこと

から，地盤剛性あるいは支持力も回復していると推察さ

れる． 
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図－41 過剰間隙水圧比の深度分布 
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図－40 過剰間隙水圧Δu の時刻歴 
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(2) 滑走路面の沈下挙動 

3.1 節で述べたように，空港滑走路では，発災後 3 日

を目処に航空機の運行が可能となる機能が求められる．

そのため，本実験の発破 3 日後における滑走路面の沈下

や平坦性が，滑走路の供用可否判断の目安になる．以後，

断りがない限り，発破 3 日後に関するデータについて示

すことにする． 

写真－9に未改良域，写真－10 に改良域の発破後の滑

走路面状況を示す．特に，地盤改良されていない未改良

域では，激しい泥水を伴った噴砂現象が生じ，写真－9

のように舗装面が浸水している様子が確認された． 

滑走路面の沈下コンターを図-43に示す．また，図-43

における Line-AA’～Line-EE’の断面沈下形状を図-44 に

示す．未改良域や改良域の境界部では，液状化によって

最大 350mm の沈下が生じているのに対して，改良域で

は，中央部で 5～15mm 程度の沈下に抑えられているの

が分かる．また，改良域の沈下形状は，中央部の沈下量

が小さく，改良域端部に近づくに従い，沈下量が大きく

なる上に凸な形状を示している．沈下量および尖度は，

改良層厚が薄くなるに従い，A 改良から C 改良にかけて

顕著になる傾向が認められる．ただし，本実験の発破エ

ネルギーが，未改良域と改良域で異なるため（図-39 参

照），工学的な評価には注意しなければならない．そこで，

 

写真－9 発破後の未改良域 

 

 

写真－10 発破後の改良域 

沈下量 (cm)

検討対象

改良域

未改良域

Line-A

Line-B

Line-C

(m)

(m)

Line-D

浸透固化処理工法

Line-A'

Line-B'

Line-C'

Line-D'Line-E'

Line-E

 
図－43 滑走路面の沈下コンター（発破 3 日後） 
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発破条件が同程度と考えられる，改良域内の端部

（line-BB’の x=40m）の沈下量 200mm を基準に比較する

と，改良域の中央では，未改良域の沈下の 3～8%程度に

抑える効果があることが分かる． 

図-44(b)で未改良域と改良域を比較すると，未改良域

で全体的に大きな沈下量分布を示し，特に中央部の沈下

が顕著であるのに対して，改良域では沈下量が非常に小

さく，ほぼ一様に分布していることが確認できる． 

次に，Line-AA’～Line-EE’について，未改良域は 5m，

改良域は 2.5m ピッチで算出した滑走路面の勾配分布を

図-45 に示す．なお，図中には，滑走路で規定されてい

る勾配 1.5%を付記している 18)．未改良域と改良域の境界

部は，発破位置であることや，対策の有無による地盤の

不連続性から大きく湾曲しているため，規定勾配を超え

る箇所があるものの，主要な範囲は規定勾配を満足して

いることが分かる． 

 

(3) 各ケースの沈下量比較 

ここでは，現場実験で計測された各ケースの沈下量に

ついて考察する． 

現場実験は，地中 2 深度に装薬された爆薬を制御発破

することで，地盤中に人工的な繰返しせん断を与えると

同時に，発破による衝撃圧伝播で地盤の水圧上昇を期待

している．しかし，実験では改良域において，発破によ

り改良体が破壊されることを避けるため，改良部下の地

盤には装薬がなされていない．したがって，未改良域お

よび改良域では，過剰間隙水圧の上昇過程が異なること

が想定される．すなわち，未改良域では，制御発破によ

って擬似的に繰返しせん断を受け負のダイレイタンシー

が誘起される，あるいは直接的に土骨格が破壊される等

の要因により過剰間隙水圧が上昇し，改良域は，発破に

よる衝撃圧が伝播し過剰間隙水圧が上昇すると考えられ

る（図-46）． 
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図－44 断面沈下形状 
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図－45 勾配分布 

 

図－46 現場実験のイメージ 
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このような影響を考察するため，3.3 節で示した体積

変化特性を用いて，簡易な一次元沈下量を算定し，計測

された沈下量と比較することで，基本的な沈下メカニズ

ムについて調べた．表-8に各検討ケースと検討条件の一

覧を示す．なお，沈下量の算定には以下の仮定を設けて

いる． 

① 発生した沈下量は，液状化により生じた過剰間隙水

圧の消散に伴うものと考える．なお，本検討は，水

平成層における一次元沈下を想定し，慣性力による

地盤変状はないものとした． 

② 改良域で計測された過剰間隙水圧は，周辺地盤の発

破衝撃圧，あるいは液状化により伝播してきた水圧

である可能性が高い．したがって，沈下量の算定方

法を，表-8 のように繰返しせん断を受けた CS1 と，

水圧伝播を模擬した背圧負荷 CS2 の 2 ケース設定し

た． 

③ 沈下量の算定に用いる過剰間隙水圧比は，ピーク値

を採用した． 

④ 過剰間隙水圧に伴う体積ひずみは，対象層内で一様

に生じないものと考えられるが，対象とした層内に

一定の体積ひずみが生じるものと仮定した． 

 

以上の仮定に基づき，現場実験で計測された過剰間隙

水圧比に対する体積ひずみを表-8 の右側に示している．

なお，算定する沈下量は，改良層厚および液状化層厚に

体積ひずみを乗じることで求めている．また，B 改良に

ついては，間隙水圧センサが改良体から外れている可能

性が高いが，図-40 に示した水圧比 0.87 をそのまま採用

したため，C 改良よりも大きな沈下量が算定されている． 

図-47 に，現場実験で実測された沈下量，繰返しせん

断による CS1，背圧負荷による CS2 で算定した沈下量に

ついて，未改良域および A～C 改良毎に分けて示す．未

改良域の沈下量は，実測沈下量が最も大きく次いで CS1

であり，CS2 においては上記の両者に比べて極めて小さ

な沈下量を示している．一方，改良域である A～C 改良

では，いずれのケースについても，実測沈下量と CS2 の

算定結果が調和的である．これは，先に述べたように，

未改良域では発破により繰返しせん断の影響を受け,土

骨格が完全に乱れて再堆積すること，改良域では改良直

下の液状化層の沈下が支配的で，水圧伝播による二次的

な液状化の影響が大きいことに起因している． 

以上から，現場実験では A，B および C 改良のいずれ

も，沈下量が少なく効果的であったと判断されるが，装

薬条件が有利に働いていた可能性も否定できない．特に，

C 改良においては，地震動により土骨格が乱されるよう

な場合には，同じ過剰間隙水圧が生じても比較的大きな

沈下（CS1 相当の沈下量）が生じる可能性がある．ただ

し，A 改良に関しては，過剰間隙水圧の生じ方や算定方

法の差異にかかわらず，沈下量は 10～30mm 程度と小さ

く，部分改良率が 70%程度確保できれば，改良効果が期

待できると判断される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－8 検討ケース 

改良直下
液状化層

改良層
液状化層

εv(%)
改良体

εv(%)
液状化層

εv(%)
改良体

εv(%)

未改良 7.5 0.0 0% 0.90 － 3.9 － 0.5 －

A改良 2.1 5.4 72% 0.71 0.17 1.0 0.1 0.4 0.1
B改良 3.9 3.6 48% 0.81 0.87 1.3 1.2 0.4 1.2
C改良 5.7 1.8 24% 0.86 0.58 2.2 0.4 0.4 0.4

検討ケース
改良層厚

(m)

CS1（繰返しせん断） CS2（背圧負荷）過剰間隙水圧比⊿u /σ v'
液状化層
厚(m)

部分改良
率(%)
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(4) 体積変化特性 

液状化した地盤の体積変化特性を把握するため，実験

前後で RI-CPT 調査を実施した． 

RI-CPT は，電気式静的 3 成分コーンに地盤の物理特性

を調査できる RI コーンを併用したもので，地盤中の連続

的な力学特性および物理特性が同時に計測できるサウン

ディング方法である．特に，当サイトの検討対象範囲の

ように，概ね G.L.-2.5m 以下を飽和地盤とみなすことが

できれば，土粒子密度を仮定することで間隙比を算定す

ることができる．さらに，間隙比の深度分布が分かれば，

発破前後の間隙比変化から体積ひずみの深度分布を把握

することができる． 

RI-CPT 調査位置図を図-48 に示す．事前のボーリング

調査から，当サイトの検討対象範囲の地盤性状が，空間

的にほぼ同様の傾向があると考えられるため，平成 19

年 9 月 1 日に実施した任意の調査地点 R-0 を発破前の間

隙比データと仮定した．発破後の調査は，改良直下地盤

として R-1（B 改良中央），未改良域として R-2 を代表地

点とし，平成 19 年 11 月 20～22 日にかけて実施した．な

お，平成 19 年 10 月 27 日に行った発破より 1 ヶ月弱経過

している． 

B 改良直下の未改良層（R-1）と未改良域（R-2）にお

ける体積ひずみの深度分布を図-49に示す．G.L.-4.5m と

G.L.-9m は，曲がり削孔により爆薬が設置された深度で

あるため，工学的な評価には注意が必要である．体積ひ

ずみは，G.L.-6.5m 付近でピークをとり，深さ方向に減少

傾向を示す．一方，G.L.-6.5m から地表までは，発破によ

る影響が大きく値がばらついているが，概ね減少傾向を

示している．本実験サイトにおいて，液状化対象層を

G.L.-10m までと仮定したとき，体積ひずみのピーク深度

G.L.-6.5m まで改良することが望ましく，本実験ケースで

は A 改良（G.L.-7.9m）に相当する．また，R-1 と R-2 の

同じ深度における体積ひずみの相関を図-50 に示す．両

者の相関係数は 0.76 であり，一定の相関性が認められる

が，大部分で未改良域の体積ひずみが大きい． 
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図－48 RI-CPT 調査位置図 
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5.3 数値解析による変形予測 

本節では，4.3 節で示した地震応答解析 FLIP と圧密解

析の 2 段階解析を用いて，現場実験における再現解析を

行う．先に述べたように現場実験では，発破により改良

体が破壊されることを避けるため，改良層下の地盤につ

いては装薬されておらず，周辺地盤からの水圧伝播によ

り，改良層下の未改良層が液状化することを期待してい

る．そのため，本実験の改良域で計測された未改良層の

水圧挙動は，地震時に繰返しせん断履歴を受けた水圧上

昇のメカニズムと異なることが考えられ，体積変化を予

測する上では未改良域と改良域で圧縮特性を区別する必

要がある．すなわち，改良層下の未改良層は，周辺地盤

からの水圧伝播により地盤剛性が低下し，未改良域では，

繰返しせん断が作用することで水圧上昇および地盤剛性

が低下するとした． 

 

(1) 解析モデルおよび解析条件 

変形予測に用いた解析モデルを図-51 に示すとともに，

解析条件を表-9 に示す．体積変化特性は，未改良域につ

いては 4.3 節で求めた図-31 の関係を採用し，改良域下

の未改良層は模型実験結果に基づき試行的に決定した．

図-52 に本解析に用いた体積変化特性を示す． 

地盤モデルはすべてマルチスプリングの非線形要素と

し，地下水位以下の地盤要素には非排水条件の間隙水要

素を張り合わせた．溶液型薬液注入工法による改良層は，

以下に示す条件でモデル化した． 

 

• 改良層の液状化パラメータは設定しない 

• 改良層の動的変形特性は原地盤と同等である 

• 改良層の透水係数は k=1×10-3，3×10-4 cm/s の 2 種

類 

 

 

ここで，改良層の透水性は，粘土地盤相当（k=1×10-6 

cm/s）まで低下していると考えられるが，本実験の改良

率が 70%であることを考慮し（図-38 参照），改良層全体

の等価な透水係数として以下の式より算定した． 

 

( ) HHkHkk iisseq +=  

：等価透水係数（keq=3×10-4 cm/s） 

：未改良部の透水係数（ks=1×10-3 cm/s） 

：改良部の透水係数（ki=1×10-6 cm/s） 

：未改良部の比率（Hs=0.3） 

：改良部の比率（Hi=0.7） 

：改良層の比率（H=1.0） 

 

 

 

 

 

 

表－9 解析条件 
舗装 Fsu Fs As1 As2

密度 ρ(g/cm3) 2.1 1.7 1.8 1.8 1.8
せん断波速度 Vs（m/s) - 120 120 175 220
基準拘束圧 σma'（kN/m2

） 98.0 98.0 98.0 98.0 98.0
せん断弾性係数 Gma（kN/m2

） 98881 55285 40080 66961 97072
体積弾性係数 Kma（kN/m2

） 257865 144174 104522 174624 253149
ポアソン比 ν 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33
間隙率 n 0.41 0.53 0.53 0.53 0.53

内部摩擦角 φf（deg） 40.0 38.0 37.8 39.0 40.2
最大減衰定数 hmax 0.24 0.24 0.24 0.24 0.24

変相角 φp（deg） - - 28.0 28.0 28.0
w1 - - 2.0 1.8 6.5
p1 - - 0.5 0.5 0.5
p2 - - 1.100 0.963 0.900
c1 - - 1.600 1.600 1.300
Ｓ1 - - 0.005 0.005 0.005

N値 - - 2.3 7.0 14.3
有効土被り圧 σv' （kN/m2

） - - 51.6 68.8 91.2
細粒分含有率 Fc (%) - - 18 14 13

透水係数 k (cm/s) - - 1.00E-03 1.00E-03 1.00E-03

動
的
変
形
特
性

液
状
化
特
性

パラメータ

そ
の
他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－51 解析モデル 
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現場実験は，地盤中に装薬したエマルション爆薬の制

御発破が起振源であるため，解析基盤面に入力する適切

な加速度波形の設定は困難である．本検討の目的は，過

剰間隙水圧の上昇過程を再現することではなく，圧密解

析のための初期応力状態を求めることである．したがっ

て，発破の時差が 0.2 秒であることを考慮し，周波数 5Hz，

加速度振幅 100Gal の正弦波を解析モデル基盤面に約 80

秒間作用させた． 

(2) 解析結果および考察 

加振終了後の過剰間隙水圧比（FLIP では，有効応力減

少比）の分布を図-53 に示す．図中より，未改良域で水

圧比が 0.8～1.0 程度，改良層下の一部で若干の低下が見

られるが，概して液状化状態を再現していると言える． 

地震応答－圧密の 2 段階解析結果として，過剰間隙水

圧比の時刻歴および最終状態における地表面沈下分布を

図-54～図-56 に示す．図中より，現場実験で計測された

過剰間隙水圧比の挙動と比較的良く整合し，その後の水

圧消散過程も圧密解析で十分に予測可能な現象であるこ

とが分かる．改良層の透水係数を k=3×10-4 cm/s とした

場合，水圧比の高い状態が発破終了以降にも継続され，

その後減少する傾向を示しており，改良層下部からの水

圧伝播が影響しているものと推察される．しかし，現場

実験ではそのような傾向を示しておらず，実験では水圧

消散の経路が三次元的に存在するのに対して，平面ひず

み状態を仮定した二次元解析では排水経路が二次元的で

あることが主な原因と考えられる．地表面沈下分布は，

現場実験結果と調和的であり，透水係数の違いよる沈下

分布の違いは認められなかった．次に，水圧消散に伴う

水圧比分布をメッシュ変形図とともに図-57～図-59 に

示す．未改良域で上昇した水圧比は，ほぼ一次元的に大

気圧境界（地表面）に向かって消散し，改良部では，改

良層下の未改良部で上昇した水圧比が，初期において水

圧比の小さい上部の改良層へ徐々に伝播し，二次元的に

消散している様子が分かる． 
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図－52 解析で用いた体積変化特性 
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図－53 過剰間隙水圧比の分布 

Fsu

AS1

AS2

Fs

Fsu

AS1

AS2

Fs

Fsu

AS1

AS2

Fs 

改良層 

改良層 

改良層 

舗装 

舗装 

舗装 



－39－ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-0.2
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2

0 20 40 60 80
T ime (s)

⊿
u 

/σ
v'

100 1000 10000 100000

1h 6h 24h未改良層(PW05)

地震応答解析

圧密解析

実験

 

-0.2
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2

0 20 40 60 80
Time (s)

⊿
u 

/σ
v'

100 1000 10000 100000

1h 6h 24hA改良層下(A-P2)

地震応答解析
圧密解析

実験

 
 

(a) 過剰間隙水圧比の時刻歴比較 

 

 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0 5 10 15 20 25 30 35 40
距離 (m)

沈
下

量
 (

m
m)

改良域

A改良

未改良域

実験

解析（k=1×10-3cm/s）

解析（k=3×10-4cm/s）

 

(b) 地表面沈下分布の比較 

 

図－54 A 改良の解析結果 
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(a) 過剰間隙水圧比の時刻歴比較 
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図－55 B 改良の解析結果 
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(a) 過剰間隙水圧比の時刻歴比較 
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(b) 地表面沈下分布の比較 

 

図－56 C 改良の解析結果 
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加振終了後 t=1.0s 

 
加振終了後 t=20.3s 
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加振終了後 t=434.7s 

 
加振終了後 t=7217.7s 

 
加振終了後 t=29220.0s 

 
 

 

図－57 過剰間隙水圧比分布の変化（A 改良）k=1×10-3cm/s 
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加振終了後 t=1.0s 
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図－58 過剰間隙水圧比分布の変化（B 改良）k=1×10-3cm/s 
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図－59 過剰間隙水圧比分布の変化（C 改良）k=1×10-3cm/s 
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5.4 まとめ 

本章では，石狩湾新港で実施された実物大の空港施設

を用いた現場実験について概要を示し，実施された滑走

路地盤の液状化対策のうち，溶液型薬液注入工法（浸透

固化処理工法）で得られた成果についてまとめた．本実

験では，改良率を 70%に低減しつつ，改良層厚を液状化

対象層に対して 72%，48%，24%の割合で変化させるな

ど，コストダウンに向けた検討を実施した．さらに，4.3

節で示した 2 段階解析手法を用いた再現解析を試み，そ

の適応性について考察した． 

以下に主要な結論を示す． 

 

a) 現場実験より，改良層内の過剰間隙水圧比は 0.6 以

下に抑えられ，発破 3 日後の舗装面の平坦性が確保

されていたことから，改良率を 70%に低減した改良

仕様は，コスト縮減の観点からも滑走路直下の液状

化対策として有効である． 

b) 改良域には装薬がなされておらず，発破条件が改良

ケースにとって有利に働いていた可能性があった

ため，土の体積変化特性に着目した室内試験を実施

し，現場実験で計測された沈下量について考察を行

った．その結果，繰返しせん断履歴を受けて上昇し

た過剰間隙水圧と，水圧伝播により上昇した水圧と

ではその後の体積変化特性が異なり，前者の圧縮性

が高いことが分かった． 

c) 改良域の沈下量は，実現象よりも過小評価している

可能性が考えられたため，未改良土および改良土の

詳細な体積変化特性を要素試験から把握して考察

した．その結果，本実験の A 改良のように，部分

改良率 70%以上を採用する場合には，過剰間隙水圧

の上昇過程によらないため，高い沈下低減効果を期

待できると判断された． 

d) RI-CPT 調査より，推定した液状化地盤の体積ひず

みは，任意の深度でピークを持つ分布形状を示して

いた．なお，これらの傾向は，4章で述べた模型振

動実験でも同様であった．本実験では，部分改良

72%の A 改良に相当する改良深度が，体積ひずみの

ピーク深度を含んでいた． 

e) 現場の再現解析として実施した 2 段階解析結果よ

り，水圧消散過程および地表面沈下分布が概ね整合

していた．なお，解析に用いた体積変化特性は，4.3

節の模型実験から逆解析したものである． 
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6.おわりに 

 

本資料で示した部分改良による沈下低減効果について，

模型実験および現場実験，また既往の模型実験 7)を整理

したものを図-60 に示す．なお，現場実験に関しては，

沈下率を算定する際に必要な未改良ケースの沈下量を一

義的に選定できないため，任意の範囲を与えている．図

中の実線は，液状化による沈下量が液状化層厚と線形関

係があると仮定したものであり，実線より下側にプロッ

トされれば，沈下低減の効果が高いことを表す． 

図-60 を見ると，ほとんどの部分改良率で実線より下

側にプロットされており，部分改良は液状化層を縮減す

るのみならず，更に沈下を抑える効果が期待できると言

える．さらに，地表面沈下量を液状化層厚で除した体積

ひずみと部分改良率の関係を図-61 に示す．実験によっ

てある程度ばらつきは見られるものの，部分改良率が大

きくなるに従い（改良層が厚くなるに従い），体積ひずみ

が減少する右肩下がりの傾向が認められる．このことか

ら，部分改良率を小さくし過ぎると（改良層厚を薄くす

ると），改良層下の残された液状化層の体積変化を低減す

る効果は小さくなると言える． 

本資料では，室内試験，模型実験，現場実験および数

値解析を通じて，滑走路直下地盤の部分改良に関する検

討を実施してきた．主要な結論として，滑走路直下のよ

うな水平成層地盤を対象に，溶液型薬液注入工法による

液状化対策を実施する場合，以下の示す事項に留意が必

要である． 

• 部分改良率を 70～100%の範囲で設定することで，

改良体下端の液状化層の沈下が小さくなり，滑走路

の変状を抑えることが可能である．ただし，部分改

良率の設定にあたり，滑走路の変形予測が不可欠で，

所定の性能を満足することを確認する必要がある． 

• 滑走路の変形予測には，本資料で示した地震応答-

圧密解析の 2 段階解析も一つの手法として用いる

ことができるが，解析に用いる体積変化特性につい

ては，沈下に対する感度が高いので注意が必要であ

る． 

• 上記 2 段階解析に用いる体積変化特性は，三軸試験

から求めると過小評価する可能性が高いので，模型

実験等の沈下量から逆解析して求めるのが望まし

い． 

なお，舗装構造および液状化層の試料の物理的・力学

的性質の違いにより液状化時の地盤挙動や残留変形量が

異なることが想定される．今回実施した室内試験，模型

実験および現場実験ともに，粒径の揃ったきれいな砂を

対象としているため，液状化後の残留変形が最も大きい

場合を想定しているものである．本資料では，実務での

運用も考慮し，安全側の範囲として 70%～100%を提案し

た．したがって，検討対象地点のサンプリング試料によ

る詳細な検討を実施した場合，土質毎に適切な部分改良

率の設定範囲が存在することも考えられる．また，本資

料で提案している部分改良の現場への適用条件として，

液状化層下端あるいは基盤層が工学的に水平である場合

を想定している．したがって，液状化層が水平に流動す

る可能性がある場合には，この限りではなく，本資料で

示した部分改良に更なる工夫が必要か，あるいは適応困

難である可能性もあると考えられるため，今後の課題と

したい． 
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      図－60 部分改良率と沈下率の関係           図－61 部分改良率と体積ひずみの関係 
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